
 
 

 

 

１．援助を受けられる世帯の目安 

（１）要保護者　生活保護法(昭和 25年法律第 144 号)第 6条第 2項に規定する要保護者 

（２）準要保護者　生活保護法第 6 条第 2 項に規定する要保護者に準ずる程度に困窮している

方　 

【世帯所得の目安】 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童手当　　　　　社会保険料控除 

※年間所得＝給与等所得＋　　児童扶養手当－　　生命保険料控除 

地震保険料控除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．申請の手続き 

　　　申請を希望される方は、「就学援助費交付申請書」をお子さんの通う学校から受け取ってく

ださい。町のホームページからもダウンロードすることができます。 

記載例を参考に記入の上、学校又は町教育委員会へ提出してください。 

 

 

 

 

３．支給対象費用 

　　　裏面一覧のとおり 

４. 認定となった場合 

　　　認定世帯になった旨を保護者、お子さんが通う学校、お住まいの地区の民生児童委員へ通

知いたします。 

　　　援助費は町教育委員会から学校へ支給した後、学校から保護者へ支給されます。その支給

方法や時期等については学校へ直接お問い合わせください。 

　　　年度途中で申請する場合は、申請月（20 日までの申請分）の翌月からの認定となります。 

 

 

 世帯人数 世帯構成の例 目安となる年間所得

 ２人 大人１人・小学生１人 １９５万円
 ３人 大人２人・小学生１人 ２２０万円
 ４人 大人２人・小学生２人 ２７４万円
 ５人 大人２人・中学生１人・小学生２人 ３４６万円

就学援助制度のお知らせ

① 上記の「目安となる年間所得」は一例として参考にしてください。世帯構成員の人数や年

齢、家賃の有無等により異なります。 

② 年間所得は、前年における世帯全員の所得の合計です。 

住民票が別になっていても同居している場合、別々の家に住んでいても経済的援助（食費

や学費等の援助）がある場合には、同一世帯とみなします。 

③ 町税務課及び子ども家庭課に世帯所得、児童手当（児童扶養手当）額等を照会し、判定をい

たします。

① 同一世帯に対象となるお子さんが複数いる場合でも、申請書は１枚で結構です。 
② 申請は毎年度必要です。認定を受けた後も、進級毎に申請し審査を受ける必要があります。

町では、お子さんの小中学校への就学について、経済的な理由でお困りの

方に対し、学用品費等の費用を一部援助します。

問い合わせ先：上三川町教育総務課　学校教育係　℡０２８５－５６－９１５６



令和８年４月現在 

 支給対象費目 対象者 支給額（年額） 備考

 
(1) 学用品費

小学校

準
要
保
護
者

１１，６３０円

 中学校 ２２，７３０円

 (2) 通学用品

費

小学校 ２，２７０円
第１学年を除く。

 中学校 ２，２７０円

 (3) 校外活動

費（宿泊を伴

わないもの）

小学校 １，６００円
実費を支給する。

 
中学校 ２，３１０円

 

(4) 新入学児

童生徒通学用

品費等

小学校 ６４，３００円
翌年度第１学年の児童生徒の保護者

で、２月末日までに入学前支給者とし

て認定されている者又は入学前支給さ

れていない第１学年で４月から準要保

護者として認定されている者に限る。

 

中学校 ８１，０００円

 
(5) 卒業アル

バム代等

小学校 １１，０００円
実費を支給する。

 中学校 １０，０００円

 

(6) 宿泊学習

費等

小学校

要
保
護
者 

準
要
保
護
者

全額 

（上限額６，０００円） 該当学年の児童生徒の保護者のうち、

宿泊学習を実施した日現在で認定され

ている者に限る。保護者が宿泊学習に

均一に負担すべきこととなる経費を支

給する。

 中学校 

１年生

全額 

（上限額６，０００円）

 
中学校 

２年生

全額 

（上限額２０，０００

円）

 

(7) 眼鏡等購

入費

小学校 準
要
保
護
者

経費の全額 

ただし、眼鏡等購入費は 

１６，０００円を上限と

し、年度内１回とする。

学校検診で再検査該当者となり、再検

査の結果、医師が眼鏡を必要と判断し

た児童生徒の保護者に限る。 

※該当者には学校を通して通知しま

す。

 

中学校

 

(8) 修学旅行

費

小学校
要
保
護
者 

準
要
保
護
者

全額 

（上限額３０，０００

円）

該当学年の児童生徒の保護者のうち、

修学旅行を実施した日現在で認定され

ている者に限る。保護者が修学旅行に

均一に負担すべきこととなる経費を支

給する。

 

中学校

全額 

（上限額７０，０００

円）

 

(9) 医療費
小学校 要

保
護
者

全額

健康診断・健康相談の結果、学校病と

指定され、学校より治療の指示を受け

た疾患の保護者負担分を支給する。
 

中学校

 １　(1)(2)の支給対象について、年３回（５月、９月、１月）に分けて支給するものとする。ただ

し、年度途中で認定された者の１回目の支給は、認定された月又は翌月とする。 

２　対象児童生徒が年度の途中において、転学又は死亡等により支給を必要としなくなったときは、

当該事由が発生した月の翌月分から支給を停止するものとする。この場合において、(1)(2)の支給

額は、月割りで計算することとし、１円未満は切捨てとする。 

３　(1)(2)の中途認定者の支給額は、月割りで計算することとし、１円未満は切捨てとする。 

４　(4)については、入学前支給者で前年度３月３１日以前に対象児童生徒が転出した場合や、第１学

年の年度支給者で４月３０日以前に対象児童生徒が転出した場合は返納するものとする。


